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持続可能な社会保障にするために

高知家健康会議
～日本健康会議 in 高知～

2018年11月22日

公益社団法人 日本医師会

会長 横 倉 義 武
日本医師会キャラクター
「日医君（にちいくん）」

◆ 経済界・医療関係団体・自治体等のリーダーが手を携え、健康寿命の延伸ととも
に医療費の適正化を図ることを目的として、自治体や企業、保険者における先進
的な予防・健康づくりの取組を全国に広げるために、民間主導の活動体である
「日本健康会議 (事務局長：渡邉俊介)」を2015年7月に発足。

◆ 自治体や企業・保険者における先進的な取組を横展開するため、2020年までの
数値目標(KPI)を入れた「健康なまち・職場づくり宣言2020」を採択。

◆ この目標を着実に達成するため、

① 取組ごとにワーキンググループを設置し、厚労省・経産省も協力して具体的な
推進方策を検討し、ボトルネックの解消や好事例の拡大を行う。

② 「日本健康会議 ポータルサイト」を開設し、例えば、地域別や業界別などの形
で取組状況を「見える化」し、競争を促す。

日本健康会議2018の様子

日本健康会議

*日本健康会議（http://kenkokaigi.jp/index.html）
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一般社団法人日本経済団体連合会 会長 中西 宏明

日本商工会議所 会頭 三村 明夫

公益社団法人経済同友会 代表幹事 小林 喜光

全国商工会連合会 会長 石澤 義文

全国中小企業団体中央会 会長 大村 功作

日本労働組合総連合会 会長 神津 里季生

健康保険組合連合会 会長 大塚 陸毅

全国健康保険協会 理事長 安藤 伸樹

一般社団法人全国国民健康保険組合協会会長 真野 章

公益社団法人国民健康保険中央会 会長 岡﨑 誠也

全国後期高齢者医療広域連合協議会 会長 横尾 俊彦

全国知事会 会長 上田 清司

全国市長会 会長 立谷 秀清

全国町村会 会長 荒木 泰臣

公益社団法人日本医師会 会長 横倉 義武

公益社団法人日本歯科医師会 会長 堀 憲郎

公益社団法人日本薬剤師会 会長 山本 信夫

公益社団法人日本看護協会 会長 福井 トシ子

公益社団法人日本栄養士会 会長 中村 丁次

チーム医療推進協議会 代表 半田 一登

住友商事株式会社 名誉顧問 岡 素之

自治医科大学 学長 永井 良三

東北大学大学院医学系研究科 教授 辻 一郎

あいち健康の森健康科学総合センター長 津下 一代

広島大学大学院医歯薬保健学研究院 教授 森山 美知子

千葉大学予防医学センター 教授
国立長寿医療研究センター老年学評価研究部長 近藤 克則

大阪大学産学共創本部 特任教授 宮田 俊男

一般社団法人日本糖尿病学会 理事長 門脇 孝

東京都荒川区 区長 西川 太一郎

株式会社読売新聞グループ本社取締役最高顧問 老川 祥一

株式会社テレビ東京 特別顧問 島田 昌幸

一般社団法人共同通信社 相談役 福山 正喜

日本健康会議実行委員
（2018年7月現在）

*日本健康会議（http://kenkokaigi.jp/index.html）

日本の年齢層別人口割合推移
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項目 現状
（直近の数値）

数値目標／
参照指標

健康寿命

男性
71.19歳
（2013年）

・ 1歳以上延伸（2020年）

・ 平均寿命の増加分を上回る
健康寿命の増加（2022年）

・ 2歳以上延伸（2025年）女性
74.21歳
（2013年）

健診受診率（40～74歳）
（特定健診含む）

71.0％
（2016年）

80％
（2020年）

65歳以上の運動
習慣者の割合

男性
52.5%

（2015年）
58％

（2022年度）

女性
38.0%

（2015年）
48％

（2022年度）

高齢社会対策大綱 （2018年2月閣議決定）

*2018年2月16日閣議決定「高齢社会対策大綱（2018年2月）」より
（http://www8.cao.go.jp/kourei/measure/taikou/pdf/p_honbun_h29.pdf）

5

経済財政運営と改革の基本方針2018

（骨太の方針2018）

高齢者をはじめとして多様な就労・社会参加を促進し、社会全体の活力
を維持していく基盤として、健康寿命を延伸し、平均寿命との差を縮小す
ることを目指す。

（抜粋）

日本健康会議について、都道府県レベルでも開催の促進など、多様な
主体の連携により無関心層や健診の機会が少ない層をも含めた予防・
健康づくりを社会全体で推進する。

糖尿病等の生活習慣病の重症化予防に関して、県・国民健康保険団
体連合会・医師会等が連携して進める埼玉県の取組など、先進・優良
事例の横展開の加速に向けて今後３年間で徹底して取り組む。

予防・健康づくりの推進

【2018年6月15日閣議決定】

*2018年6月15日閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針2018」より
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機能分化
 患者の病期（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）に応じた病床の機能分化
 地域に密着した中小病院と大病院の機能分化

公立病院、公的医療機関等の非稼働病床の削減

持続可能な社会保障のための提言と解決策の例

かかりつけ医による適切な受療行動等、地域包括ケアの推進

 地域医療構想に基づく地域医療
介護総合確保基金で対応

 大病院選定療養などによる国民
への啓発

効果の有無をふまえた投薬

新公立病院改革プラン、公的医療
機関等2025プランの着実な実行

経済界、医療関係団体、自治体の
リーダーが協力し、好事例を横展開

診療ガイドライン等への掲載

健康寿命の延伸

年齢や機能に応じた観点を勘案

尊厳ある終末期についての
国民への啓発

かかりつけ医機能研修制度

かかりつけ医による服薬管理

入院医療

外来医療

医療側からの改革の推進

6

症状や患者特性に応じてコスト意識を持った処方

日本健康会議による医療者、企業、保険者の取り組み

かかりつけ医による生活習慣病・ロコモ対策

長期処方の是正

人生の最終段階の医療

高額薬剤の適正使用

手術の際の医療材料の適切な選択

わが国の主な健診・検診制度

0歳 6歳 18歳 22歳 40歳 75歳

【乳幼児期】 【就学期】 【就労期】 【高齢期】

乳幼児健診
母子保健法
厚生労働省
子ども家庭局

学校健診
学校保健安全法
文部科学省
初等中等教育局

我が国では乳幼児期から高齢期に至るまでの公的な健（検）診制度が確立している
が、国民一人ひとりの生涯を通じた健康管理に資する取組につなげるためにも、健（検）
診から得られたデータについて、厳格な個人情報保護のもとで一元的に管理し、個々人
の健康、保健、医療のために活用するシステムづくり、すなわち「生涯保健事業の体系
化」が必要である。

健康寿命延伸に向けて

7

健康寿命
縮める

平均寿命

男72.14歳
女74.79歳

事業主健診
労働安全衛生法
厚生労働省労働基準局

特定健診
医療保険
保険者（義務）
厚生労働省保険局・健康局

がん検診 健康増進法（市町村事業）厚生労働省健康局

子宮頸がん（20歳～）、胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん（40歳～）

後期高齢者健診
高齢者医療確保法
厚生労働省
老健局・保険局

男 81.09歳
女 87.26歳

（2016年） （2017年）
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現在進められている主な健康施策等

地域（国保）職域（健保等）
事業者

日本医師会
民間

データヘルス計画
（加入者の健康課題の解決）

健康経営

日本健康
会議

コラボ
ヘルス

保険者
努力支援制度

顕彰制度
・後期高齢者支援金
加減算制度
・保険料率への反映

施策を支えるインセンティブ

保険者
日本医師会

生涯保健
事業の
一元化

日本医師会では、
①健（検）診データの一元化による生涯を通じた健康管理
②経済団体・医療団体・保険者・自治体等からなる日本健康会議の取り組み
などにより健康寿命を延伸していく。

支
援

関係者による様々な取り組みが進められている

健康なまち・職場づくり宣言2020

予防・健康づくりについて、一般住民を対象としたインセンティブを推進する自治体を800市町村以上とする。

予防・健康づくりに向けて47都道府県の保険者協議会すべてが、地域と職域が連携した予防に関する活動を実施する。

かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体を800市町村、

広域連合を24団体以上とする。その際、糖尿病対策推進会議等の活用を図る。

健保組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業を500社以上とする。

協会けんぽ等保険者や商工会議所等のサポートを得て健康宣言等に取り組む企業を3万社以上とする。

加入者自身の健康・医療情報を本人に分かりやすく提供する保険者を原則100%とする。

その際、情報通信技術(ICT)等の活用を図る。

予防・健康づくりの企画・実施を提供する事業者の質・量の向上のため、認証・評価の仕組みの構築も視野に、

保険者からの推薦等一定の基準を満たすヘルスケア事業者を100社以上とする。

品質確保・安定供給を国に求めつつ、

すべての保険者が後発医薬品の利用勧奨など、使用割合を高める取り組みを行う。

*2018度より目標を1万社から3万社に上方修正。

9



6

険 数

険

険

険

険

険

変

（※）うち27協議会は 2018年度から設定した更なる取組も
達成

＼達成／

＼達成／

＼達成／

＼達成／

＼達成／

10

WG

WG

500 WG

1 WG

WG

WG

WG

WG

WG
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日本健康会議 ポータルサイト

日本健康会議のポータルサイト上で
健康づくりに関する先進的な取り組みを公開 12

13

日本における主な死因別にみた死亡率（人口10万対）の年次推移

*平成29年（2017）人口動態統計月報年計（概数）の概況
（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai17/index.html）
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主な死因別にみた死亡率（人口10万対）の年次推移

悪性新生物

心疾患

（高血圧症を除く）
脳血管疾患

肺炎

不慮の事故

自殺

老衰

肝疾患

結核
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医科診療費の傷病別内訳

出典：厚生労働省「平成28年度 国民医療費の概況」

総医療費 男 女

3兆7,066億円 2兆1,093億円 1兆5,973億円

1兆7,981億円 8,057億円 9,924億円

1兆7,739億円 9,022億円 8,717億円

1兆9,377億円 1兆1,404億円 7,973億円

1兆2,132億円 6,967億円 5,165億円

2兆3,326億円 8,108億円 1兆5,218億円

1兆3,128億円 4,233億円 8,895億円

1兆0,851億円 4,704億円 6,147億円

1兆9,061億円 9,081億円 9,980億円

2兆2,591億円 1兆2,025億円 1兆0,566億円

うちCOPD 1,466億円 1,069億円 397億円

1兆7,351億円 9,095億円 8,256億円

7兆7,394億円 3兆7,738億円 3兆9,656億円

うち腎不全（※） 1兆5,598億円 9,493億円 6,105億円

消化器系

その他（腎不全、感染症等）

1兆3,856億円 6,495億円 7,361億円
（アルツハイマー等）

精神疾患

呼吸器系（肺炎等）

心疾患

糖尿病

筋骨格系（関節等）

骨折

眼科

神経系

傷病
2016年度医科診療費

悪性新生物

高血圧性疾患

脳血管疾患

※糸球体疾患、腎尿細管間質性疾患及び腎不全

がんによる死亡者数の推移

329,314

336,468

342,963 344,105

353,499
357,305

360,963
364,872

368,103
370,346 

372,986 

310,000

340,000

370,000

平成18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

出典：厚生労働省 人口動態統計

（疾病の特徴）
・薬の副作用や痛み等の体調不良
・疾病に対する大きな不安（本人、家族）や治療と就労の両立の難しさ

死亡者数
（人）

15
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年齢階級別がん罹患率推移（全がん：1980年、2013年）

（出典：公益財団法人がん研究振興財団「がんの統計’17」）

小児・AYA

働き盛り

生涯現役世代

学校に通えるのか・・・

将来、働けるのか・・・

将来、子どもが望めるか、
育てられるのか・・・

仕事を継続できるか・・・

生きがい・尊厳をもって、
生活を続けられるか・・・

趣味を続けられるか・・・

等

16

2. すべてのがんは免疫力で基本
的に治療できる

がん治療の将来予測

1. PD-1阻害を中心とした免疫治
療の有効性が高まる

3. がん腫が完全に消失しなくて
も大きくならない状態が続く
こともあり、がんは一種の慢性
疾患となり、コントロール
できる

2016

2030?

2020

*2018年11月1日日本医師会設立７１周年記念式典並びに医学大会 本庶祐先生特別講演より 17
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がんの治癒率を上げるためには

*2018年9月18日 中村祐輔先生日本医師会講演会より

がんプレシジョン医療プロジェクト

*2018年9月18日 中村祐輔先生日本医師会講演会より 19



11

2005年2月
日本医師会・日本糖尿病学会・日本糖尿病協会の三団体で設立

生活環境の変化や高齢化等により疾病構造が大きく変化し、生活
習慣病が増加。

特に糖尿病は、幅広い年齢層で発症し、さまざまな病態をおこす疾
病にも関わらず、自覚症状が乏しく放置されていたり、治療を中断
することが多い。

糖尿病対策
の推進

目標とする３つの柱
（1） かかりつけ医機能の充実と病診連携の推進
（2） 受診勧奨と事後指導の充実
（3） 糖尿病治療成績の向上

日本糖尿病対策推進会議の設立

20

都道府県において医療計画を策定
「医療体制構築に係る指針」

国の糖尿病対策と糖尿病対策推進会議の活用

Ⅰ）新健康フロンティア戦略
【内閣府・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省】

Ⅱ）糖尿病等の生活習慣病対策の
推進に関する検討会
【厚労省健康局生活習慣病対策室】

Ⅲ）医療法に基づく
医療計画

【厚労省医政局指導課】

メタボ対策、糖尿病予防のための国民運動
の展開、及び糖尿病合併症への移行の阻止
における日本糖尿病対策推進会議の活用

通
知

都道府県等において、糖尿病
予防対策の推進、医療体制の
構築に糖尿病対策推進会議の
活用

2007年

「検討を行う場合は、地域医師会等の
医療関係団体、現に糖尿病の診療に従
事する者、住民、患者、市町村等の各
代表が参画する。また糖尿病対策推進
会議を活用すること。」

5疾病・5事業

・がん
・脳卒中
・急性心筋梗塞
・糖尿病
・精神疾患（H25追加）

21
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ワーキンググループ
日本医師会

日本糖尿病学会
日本糖尿病協会
日本腎臓学会
日本眼科医会

他団体オブザーバー

地域の糖尿病対策推進会議
（47都道府県に設置されている）

【構成団体として】
歯科医師会
看護協会
薬剤師会
栄養士会
眼科医会
腎臓学会
など

日本糖尿病対策推進会議

日本医師会 日本糖尿病学会
日本歯科医師会 日本糖尿病協会

健保連 国保中央会 日本腎臓学会 日本眼科医会 日本看護協会
日本病態栄養学会 健康・体力づくり事業財団 日本健康運動指導士会

日本糖尿病教育・看護学会 日本総合健診医学会 日本栄養士会
日本人間ドック学会 日本薬剤師会 日本理学療法士協会

都道府県医師会 都道府県医師会 都道府県医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

郡市区
医師会

幹事団体

構成団体各専門家・
関連職種
への働き
かけ、啓発
事業等

行 政

22

23

予防・重症化予防

• 糖尿病患者の数値コントロールを強化するためのかかりつけ医を含む
医師への研修

重症化予防

• 地域の開業医と拠点病院を結んだ連携協力体制の構築
特に開業医の治療に資するデータベースの構築と分析

効果的治療の確立

• データベースの構築とアウトカム向上の研究の継続による効果の高
い治療法・薬剤

糖尿病患者の削減に向けた対応

各地域の糖尿病性腎症重症化予防に向け
た取り組みを促進するため、日本医師会、
厚生労働省、日本糖尿病対策推進会議と
協定を締結した。

「糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定」の締結
（2016年3月24日）
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団 対
図

2017 2018
大幅

UP

対

対

24

健康なまち・職場づくり宣言2020 【宣言２】

25

かかりつけ医の糖尿病診療の推進と重症化予防に向けた連携協定

1. 行政主体の糖尿病重症化予防プログラムと医師会（及び糖尿病対策
推進会議）主体の研究事業は、それぞれの推進において連携強化を
図る

2. 国民の健康寿命の延伸に向けて、糖尿病重症化予防を広範に進め
るとともに、かかりつけ医による効果的な糖尿病診療の推進を行う

宣 言

（2018年9月19日、於：埼玉県庁）

日本医師会、日本糖尿病対策推進会議、埼玉県医師会、埼玉糖尿病
対策推進会議、埼玉県の５者で連携協定を締結した。

日医ニュース（2018年10月20日号）より
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*厚生労働省第８回重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ(平成30年6月13日)資料より

26

都道府県版重症化予防プログラムの策定状況

日医かかりつけ医機能研修制度・研修会

日医かかりつけ医機能研修制度 応用研修会 平成31年度より第2期を開始

日医地域包括診療加算・地域包括診療料に係る
かかりつけ医研修会

• 毎年TV会議も用いて約7,000名が受講
• 都道府県・郡市区医師会でも同様の研修会
（平成29年度は、27都道府県で計47回開催）

• 糖尿病を含む疾患別の研修を毎年約7,000名が受講

都道府県医師会・郡市区医師会主催の生活習慣病研修会、糖尿病研修会の実施

27
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かかりつけ医と地域の専門医との連携
かかりつけ医と地域の専門医との連携の上で行政と関係団体との連携が成立する

かかりつけ医

地域の
糖尿病・腎臓病専門医

かかりつけ
眼科医・歯科医 連 携

・専門医への紹介
・症状改善後の受入

行 政

医師会
生涯教育

地域の情報提供

必要に応じた多職種間の
連携

薬剤師、看護師・准看護師、管理栄養士、
医療ソーシャルワーカー、等

連携

糖尿病対策における専門医・多職種との連携

28

多職種連携の例：
新潟県魚沼地域での「地域包括糖尿病対策」Project８の成果

医療資源の足りない地域
で、糖尿病合併症による
医療財政への負担を増
やさないために、地域か
らHbA1c8％以上の人を
なくそうというプロジェクト

多職種連携
（IPW)
による
取り組み

アウトカム

『Project8』で医療費も削減

全国一安い医療費に！

魚沼地域糖尿病診療実態調査

出典 ： 「ＮＤＢ」 平成27年度 29

コントロール
改善
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糖尿病対策
推進会議

臨床内科
医会

かかりつけ医
診療所・中小病院など

レポート

医師会

J-DOME
データベース

将来
連携

患者症例データ
（約40項目）

外部データ
ベース

糖尿病の症例レジストリ

症例分析・研究
論文発表

症例登録

我が国の糖尿病患者は320万人、潜在患者は1,000万人
糖尿病患者の65％は診療所を受診
専門医のみならず、かかりつけ医による効果的な糖尿病診療が必要
日本医師会では診療の均てん化をめざして糖尿病症例レジストリを開始

診療
ガイドライン

日本医師会

日本医師会倫理委員会認可

自院の患者のチェックや連携ツールとして活用可能
重症化予防の推進とかかりつけ医の機能強化を目指す

感謝状

日本医師会かかりつけ医糖尿病データベース研究事業

30

31

日本における高血圧対策

日本国民の平均血圧は1960年代後半に低下を始めた。

主な要因として、高血圧患者の降圧剤服用率の上昇と、
塩分摂取量の低下を含む生活様式の改善が考えられ
る。

日本政府は、1969年に高血圧と脳血管疾患の予防・管
理対策を発表し、1982年にはそれを全国規模に拡大。

対策には、血圧測定による高リスク集団のスクリーニン
グ、高血圧診療への国民健康保険の適用、食塩摂取量
の減少やその他の生活習慣関連要因の改善のための健
康教育の実施が含まれていた。

*『THE LANCET』日本特集号「日本：国民皆保険達成から50年」（2011年9月）

https://www.google.co.jp/imgres?imgurl=https://image.freepik.com/iconen-gratis/papieren-lijst-hand-getekende-symbool_318-51858.jpg&imgrefurl=https://nl.freepik.com/iconen-gratis/papieren-lijst-hand-getekende-symbool_734625.htm&docid=BdP3Wke6y9t_6M&tbnid=pOHtv44-gLJG0M:&vet=1&w=626&h=626&bih=754&biw=1237&ved=2ahUKEwjX5PiPjt3cAhXHXbwKHUO4AloQxiAoBHoECAEQGA&iact=c&ictx=1
https://www.google.co.jp/imgres?imgurl=https://image.freepik.com/iconen-gratis/papieren-lijst-hand-getekende-symbool_318-51858.jpg&imgrefurl=https://nl.freepik.com/iconen-gratis/papieren-lijst-hand-getekende-symbool_734625.htm&docid=BdP3Wke6y9t_6M&tbnid=pOHtv44-gLJG0M:&vet=1&w=626&h=626&bih=754&biw=1237&ved=2ahUKEwjX5PiPjt3cAhXHXbwKHUO4AloQxiAoBHoECAEQGA&iact=c&ictx=1
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32

人口減少社会における社会保障

社会参加できる年齢を上げていく

医療の果たす役割は大きい

健康寿命の延伸

高齢者の生きがいづくり

認知症対策

後発医薬品の使用促進

社会保障が持つ経済効果

・「医療は消費」と位置づける意見があるが、社会保障と経済
は相互作用の関係。

・経済成長が社会保障の財政基盤を支え、他方で社会保障
の発展が生産誘発効果や雇用誘発効果などを通じて日本
経済を底支え。

・医療の拡充による国民の健康水準の向上が経済成長と社
会の安定に寄与。

・国民が安心して老後を迎えられるようにするために、社会
保障を充実させる必要がある。

・老後が不安であるという思いを持つ多くの国民に、安心を
示すことは、経済成長を取り戻すための出発点。

33
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社会保障の充実による国民不安の解消

社会保障の充実

企業の内部留保
（446.5兆円）を
給与に還元

共助（保険料）の増額

被用者保険の
保険料率を

10%（協会けんぽ）
に合わせる

公助（公費）の増額

需要創出・雇用拡大

国民不安の解消

賃金上昇

消費税増収分を
社会保障財源へ

経済成長地方創生

たばこ税を増税し、
社会保障財源に

税制・AMEDの補助金・
官民ファンドの活用による
イノベーションの促進

「1億総活躍」
「働き方改革」
「人づくり革命」

（年間約5,500億円の効果）

34

*日本健康会議（http://kenkokaigi.jp/index.html）

ご清聴ありがとうございました。


